天草市防犯カメラ設置費補助金交付要領
平成26年10月1日

(総則)

第1条　この要領は、市民が安心して暮らせるまちづくりを推進するため、防犯カメラを設置する事業について、市は予算の範囲内において補助金を交付するものとし、その交付については、天草市補助金等交付規則(平成18年天草市規則第48号。以下、「規則」という。)に定めるもののほか、この要領に定めるところによる。

(補助対象者等)

第2条　補助対象者は、防犯カメラを設置する別表第１に定める防犯活動団体等(以下「団体等」という。)とする。

2　　同一団体等に対する補助は1年度につき1回とする。

(補助対象経費)

第3条　補助の対象となる経費は、別表第１に定める。

（補助金額)

第4条　補助金の額は、予算の範囲内において、補助対象となる経費の額の２分の１の額(1,000円未満の端数は切り捨てる。)とし、100,000円を限度とする。

 (補助金の交付申請)

第5条　補助金の交付を受けようとするものは、次に掲げる書類を添えて市長に提出しなければならない。

２　規則第3条第1項の申請書は、別記第１号様式による。

３　規則第3条第１項の添付書類の様式は次の各号のとおり。

（1） 事業計画書（別記第２号様式）

（2） 収支予算書（別記第３号様式）

（補助金の交付決定の通知）

第6条　規則第４条の規定による補助金の交付決定の通知は、別記第４号様式による。

（事業内容等の変更）

第7条　規則第７条第１項の補助事業の内容等の変更事由は別表第１に定める。

２　規則第７条第1項の変更申請書は、別記第５号様式によるものとする。

３　規則第７条の規定による補助事業の内容等の変更の決定通知は、補助金の交付決定額に変更を生じるときは変更交付決定通知書（別記第６号様式）により、補助金の交付決定額に変更を生じないときには変更計画承認通知書（別記様式第７号様式）により行うものとする。

（申請の取下げ）

第8条　規則第6条の規定によりこの決定があったことを知った日の翌日から起算して60日以内に補助金等取下申請書（別記第８号様式）により申請の取り下げをすることができる。

（状況報告）

第9条　規則第10条の規定により、市長が必要であると認めるときは補助事業者に報告を求めることができる。

(実績報告)

第10条　規則第12条に規定する市長の定める書類は、次に掲げるものとする。

(1) 実績報告書（別記第９号様式）

(2) 事業実績書（別記第９号の２様式）

(3)　収支精算書（別記第３号様式）を準用する。

（補助金の確定）

第11条　規則第13条の規定による補助金の額の確定通知は、補助金交付確定通知書（別記第１０号様式）により行う。

(補助金の請求等)

第12条　規則第15条第１項の請求書は別記第１１号様式とする。

(財産処分の制限)

第13条　規則第17条に規定する期間は、減価償却資産の耐用年数等に関する省令（昭和40年大蔵省省令第15号）に規定する耐用年数に相当する期間とする。

(その他の事項)

第14条　この要領の施行に関し必要な事項は、市長が定める。

附　則

この要領は、平成26年10月1日から施行する。

この要領は、平成28年4月1日から施行する。

この要領は、平成29年4月1日から施行する。

別表第1(第2条、第3条、第7条関係)
	補助対象経費
	・防犯カメラの購入に係る経費（カメラ本体、録画機器、保護カバー等）

・機器の取り付けに係る経費

・防犯カメラ作動中等の表示板制作に係る経費

※防犯カメラについては、下記要件を満たすこと。

【防犯カメラの要件】
（１）防犯活動団体等が犯罪の発生の抑止、地域の安全を確保する目的で設置するもの。

（２）特定の場所に継続的に設置されるカメラであり、録画機能を有するもの。

（３）道路、公園等の公共空間の不特定多数の者が利用する場所を中心に撮影すること。
（４）熊本県が定める「防犯カメラに関する運用指針」に基づいた管理運用規定が定められている
こと。

（５）設置されていることが明確かつ適切な方法で表示されているもの。

（６）設置地域の自治会等の承認及び当該設置場所の所有者等の同意を得られているもの。
（７）道路交通法等関係法令に基づき、必要な許可等を受けているもの。

（８）県まちなかづくり推進事業費交付要領第１条に規定する間接事業者に該当しないこと。


	補助対象者等
	・自治会

・防犯ボランティア団体

・学校ＰＴＡ
・これらに準じる団体


	補助率
	補助対象経費の１／２（上限１００千円）

※1,000未満の端数切捨て


	変更計画申請要件
	・設置年月日

・補助対象経費の変更




